
下野市ブロック塀等撤去費補助金交付要綱

令和元年６月２６日

告示第 １９号

 (趣旨) 

第 1 条 この要綱は、地震等によるブロック塀等の倒壊、転倒の事故を未然に防止し、

市民の安全・安心を確保するため、ブロック塀等の撤去等を行う所有者等に対し、予

算の範囲内において下野市ブロック塀等撤去費補助金（以下「補助金」という。）を交

付することについて、下野市補助金等交付規則（平成１８年下野市規則第５０号。以

下「規則」という。）に規定するもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義) 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

 (1) ブロック塀等 市内に存するコンクリートブロック造、石造、レンガ造等であっ

て、道路等に接面し、地盤面からの高さが８０センチメートル以上のもので、か

つ、「ブロック塀等の点検のチェックポイント」（別表第１）に掲げる基準に適合し

ない項目が一つでもあるものをいう。 

 (2) 所有者等 ブロック塀等を所有又は管理する個人をいう。 

 (3) 道路等 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第 1項の道路の他、

一般の用に供している不特定多数の者が通行する道路をいう。 

 (4) 撤去等 ブロック塀等の全て又は一部を取り除き、当該取り除いたブロック塀

等を処分することをいう。 

 (補助対象工事) 

第３条 補助金の交付の対象となる工事（以下「補助対象工事」という。）は、ブロック

塀等の全て又は道路等の地盤面からブロック塀等の頂部までの高さを８０センチメー

トル以下の高さに除却する工事とする。 

 (補助対象者) 

第４条 補助金の交付を受けることができる者は、次の各号のいずれにも該当するもの

とする。 

 (1) ブロック塀等の所有者等 

 (2) 同一のブロック塀等の撤去等に対して、補助金の交付を受けていない者 

 (3) ブロック塀等の撤去等を市内に事務所若しくは事業所を有する法人又は市内に

住所を有する個人事業者に請け負わせる者 

 (4) ブロック塀等が設置されている土地又は付属する建物の販売に伴い行うもので

ない者 

 (5) ブロック塀等が、国又は地方公共団体が行う移転補償に係る事業の対象になっ

ていない者 

 (6) 国税・県税・市税の滞納のない者 

 (補助対象経費及び補助金の額) 

第５条 補助金の交付の対象となる経費及び補助金の額は、別表第２に定めるとおりと

する。 



 (交付申請) 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、下野市ブロッ

ク塀等撤去費補助金交付申請書(様式第 1号)に次に掲げる書類を添えて、当該撤去工

事の契約を取り交わす前に市長に提出しなければならない。 

 (1) ブロック塀等の位置図（縮尺２，５００分の１以上） 

 (2) ブロック塀等が築造されている土地の所有者が確認できる書類 

 (3) ブロック塀等の配置図（延長、高さを記載したもの） 

 (4) 撤去等を行う前のブロック塀等の写真 

 (5) 撤去等費用に係る見積書 

 (6) 国税・県税・市税の完納証明書 

 (7) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

 （交付の決定) 

第７条 市長は、前条に規定する申請書を受理したときは、速やかに内容を審査し、補

助金交付の可否を決定するものとする。 

２ 市長は、前項の補助金の可否を決定したときは、下野市ブロック塀等撤去費補助金

交付決定通知書(様式第２号)又は下野市ブロック塀等撤去費補助金不交付決定通知

書(様式第３号)により当該申請者に通知するものとする。 

 (変更申請等) 

第８条 前条の規定による補助金交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）

は、前条の申請内容を変更し、又は補助対象工事を中止しようとするときは、速やか

に下野市ブロック塀等撤去費補助金変更承認申請書(様式第４号)に当該変更等に係

る書類を添えて市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による変更届の申請があったときは、速やかに内容を審査し、

変更等の可否を決定するものとする。 

３ 市長は、前項の変更の可否を決定したときは、下野市ブロック塀等撤去費補助金変

更承認通知書(様式第５号)又は下野市ブロック塀等撤去費補助金変更不承認通知書

(様式第６号)により当該交付決定者に通知するものとする。 

 （工事の着手） 

第９条 交付決定者は、第７条の下野市ブロック塀等撤去費補助金交付決定通知書又は

前条第３項の下野市ブロック塀等撤去費補助金変更承認通知書により通知を受けた

ときは、遅滞なく当該補助対象工事に着手するものとする。 

 （完了報告） 

第 10 条 交付決定者は、補助対象工事が完了したときは、遅滞なく下野市ブロック塀等

撤去費補助金完了報告書(様式第７号)に、次に掲げる書類を添えて市長に報告しなけ

ればならない。 

 (1) 事業を完了したことが確認できる写真 

 (2) 撤去等費用に係る領収証の写し 

 (3) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

 (額の確定) 

第 11 条 市長は、前条の報告があったときは、速やかに内容を精査し、適当と認めたと

きは、補助金の額を確定し、下野市ブロック塀等撤去費補助金確定通知書(様式第８



号)により、当該交付決定者に通知するものとする。 

 （補助金の請求） 

第 12 条 交付決定者は、前条に規定する下野市ブロック塀等撤去費補助金確定通知書

の通知を受けたときは、速やかに、下野市ブロック塀等撤去費補助金請求書(様式第９

号)を市長に提出しなければならない。 

 （補助金の返還等） 

第 13 条 市長は、虚偽の申請等により不正に補助金の交付を受けた者があるときは、下

野市ブロック塀等撤去費補助金確定取消通知書(様式第 10 号)により、補助金確定の

全部若しくは一部を取消し、又は交付した補助金の全部若しくは一部の返還を命ずる

ことができるものとする。 

 （交付決定者の責務） 

第 14 条 交付決定者は、補助対象工事実施後においては、当該場所を安全かつ良好な状

態に保つよう努めなければならない。 

 (その他) 

第 15 条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 附 則 

 （施行期日） 

１ この告示は、公布の日から施行する。 

 （この告示の失効） 

２ この公告は、令和３年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日までに行わ

れた第７条に規定する交付の決定をされた補助金については、なお従前の例による。 



 別表第１（第２条関係） 

 「ブロック塀等の点検のチェックポイント」 

区  分 補強コンクリートブロック造の塀等
組積造の塀等 

（レンガ造、石造、鉄筋のないブロック造等）

塀の高さ 地盤面から２．２ｍ以下 地盤面から１．２ｍ以下 

壁の厚さ 
塀の高さが２ｍ超：１５ｃｍ以上 

塀の高さが２ｍ以下：１０ｃｍ以上

各部分の壁の厚さがその部分から壁

頂までの垂直距離の１０分の１以上

ある。 

控 壁 

（塀の高さ１．２ｍを超える場合）

塀の長さ３．４ｍ以下ごとに径９ｍ

ｍ以上の鉄筋が入った、塀の高さの

５分の１以上突出した控壁がある。

塀の長さ４ｍ以下ごとに、塀の厚さ

の１．５倍以上突出した控壁がある。

鉄 筋 

塀の中に径９ｍｍ以上の鉄筋が縦横

とも８０ｃｍ間隔以下で配筋されて

おり、縦筋は壁頂部及び基礎の横筋

に、横筋は縦筋にそれぞれかぎ掛け

されている。 

― 

基 礎 

（塀の高さ１．２ｍを超える場合）

丈が３５ｃｍ以上、根入れの深さが

３０ｃｍ以上の鉄筋コンクリート造

の基礎がある。 

根入れの深さが２０ｃｍ以上ある。

健全性 
塀に傾き、ひび割れ、ぐらつきはな

い。 

塀に傾き、ひび割れ、ぐらつきはな

い。 

 別表第２（第５条関係） 

 (補助対象経費及び補助金の額) 

区    分 補 助 金 の 額 

ブロック塀等が通学路

（通学のために使用する

経路のうち、学校長が指

定した区間。以下同じ。）

以外の道路に面している

場合 

 ブロック塀等を撤去する工事に要する額と同工事の対

象となる塀等の長さ１ｍにつき１５，０００円を乗じて得

た額とを比較して、いずれか少ない額に２分の１を乗じて

得た額（１，０００円未満の端数があるときは、これを切

り捨てる。）とし、１５０，０００円を限度とする。 

ブロック塀等が通学路に

面している場合 

 ブロック塀等を撤去する工事に要する額と同工事の対

象となる塀等の長さ１ｍにつき１５，０００円を乗じて得

た額とを比較して、いずれか少ない額に３分の２を乗じて

得た額（１，０００円未満の端数があるときは、これを切

り捨てる。）とし、２００，０００円を限度とする。 


